
令和６年度の主な取組事例

資料１



１ ． 広島県の取組状況



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

①洪水氾濫を未然に防ぐ対策

県が管理する一級河川（指定区間）及び二級河川について、洪水による浸水被害を防止するため、「ひろしま
川づくり実施計画2021」に基づき、洪水・高潮による社会経済被害の最小化に向けた計画的な河川整備を実施

（一）志路原川（北広島町春木）（一）丁川（安芸太田町 加計）

広島県



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

①洪水氾濫を未然に防ぐ対策

河道が本来持っている流下能力を確保・維持し、浸水被害を軽減するため、「河川内の堆積土等除去計画」に
基づき、一定規模の洪水により河川背後地において床上浸水被害が発生するおそれのある箇所などの浚渫工
事などを優先して実施

（一）志路原川（北広島町 春木・後有田）

樹木の伐採

伐採前

（一）江の川（北広島町 大朝）

竹林の伐採

伐採前

広島県



③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知

自らが生活する地域の水害の危険性を実感できるよう、全ての市町を対象に、「まる
ごとまちごとハザードマップ」に取り組んでおり、令和６年度は３市町の役場や小・中学
校、公民館などの公共施設へ標識を設置しました。引き続き、市町と連携しながら、標
識の設置を進めます。

（１）迫り来る危険を認識した的確な避難行動のための取組

設置数市 町

19呉市

１江田島市

１大崎上島町

21合 計

（令和６年度の設置状況）（設置例）呉中央中学校

広島県



④避難確保計画の作成・確認

（１）迫り来る危険を認識した的確な避難行動のための取組

要配慮者利用施設における「避難確保計画」の作成の義務化を踏まえ、各施設における速や
かな避難確保計画の作成のための支援を行いました。

〇県内要配慮者利用施設（ 洪水） 3 ,2 4 8施設のうち、計画作成済施設は3 ,0 5 8施設（ 約94 .2％）
※R7.3末現在

作成に向けた資料

【国土交通省 YouTube】

↑eラーニングテキストでは、水害リスク、
作成手順など避難確保計画を的確に
作成できるよう解説を充実。

○YouTubeでナレーション付き動画も公開

広島県



（１）迫り来る危険を認識した的確な避難行動のための取組

避難行動等の周知

 災害から命を守るために必要な行動の習得を通じ、災害時の「死者ゼロ」
を目指すとともに、未来の防災リーダーの育成を目標として、出前講座を開
催しました。

（ 防災出前講座実施件数）

 SNSを通じて防災情報
を発信し、県民に向け
た防災意識の更なる波
及効果を図ります。

水害ハザード マッ プの周知

防災情報の周知

 地理情報システム（ Web-GIS） に各種情報を表示してい
ます。水系・河川ごとに「浸水想定区域図」や「浸水継続時
間」、「家屋倒壊等」の図面を公表しています。

観測所状況

雨量メッシュ情報と観測所情報の重ね合せ

洪水ポータルひろしま

XRAI N

合計中学校等小学校年度

14校２校12校Ｒ３

110校-110校※Ｒ４

127校-127校※Ｒ５

158校３校※155校※Ｒ６
※ R4年度から「ひろしま防災出前講座」として実施。

広島県



◯ 国土交通省ホームページ「川の防災情報」にて公開を予定している。

⑦避難行動に資する基盤の整備

平成30年７月などの豪雨により浸水被害が発生した河川や、人口・資産の集中
する河川（水位周知河川等）を中心に、令和６年度には57箇所を増設し、現在は
180箇所で運用しています。（CCTVカメラ21ヶ所を含む）
令和７年度以降も更なる防災情報の拡充に向け、増設する予定です。

◯ 国土交通省ホームページ「川の防災情報」にて公開しています。

※CCTVカメラにおいては、「広島県河川防災情報システム」にて公開しています。

◯ 引き続き、住民が河川防災情報を入手しやすい環境の整備に努めます。

三篠川（広島市安佐北区白木町三田）

【画像公開例】

（１）迫り来る危険を認識した的確な避難行動のための取組

簡易型河川監視カメラの設置

【設置例】

広島県



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化
②河川管理者等による堤防の点検・監視の実施

堤防について、河川管理者が「堤防区分の評価」と「河川背後地の社会的評価」によ
る重要度を踏まえた区間区分を設定し、点検を実施
堤防の状態確認や防災情報の共有のため、県と市町の合同点検を実施

永慶寺川
R6点検区間

廿日市支所管内点検状況 安芸太田支所管内点検状況

広島県



④関係機関が連携した水防訓練等の実施
毎年出水期前に広島県主催の水防工法講習会を行っています。

（２）水防活動の効率化、水防体制の強化 広島県



２ ． 各構成機関の取組状況
（ 西部建設事務所管内【 西ブロッ ク 】 ）



広 島 市



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

水害対応タイムラインを活用するなど、多様な関係機関、住民等の参加による実践的な水防訓練を実施

毎年出水期前に水害対応タイムラインや水害ハザードマップ等を活用し、避難場所や避難経路及び危険箇所
などを確認するなど、住民参加による実践的な避難訓練を実施

佐伯区

時期訓練内容参加人数参加者主体訓練名

R６.6 .1６（日）

防災講話（要配慮者の
搬送に伴う車いす操作
研修等）
土のう作成
土のう工法
人命検索救助訓練

１８４名

佐伯区役所
佐伯消防署
佐伯消防団
佐伯警察署

各学区自主防
災会連合会

佐伯区役所
佐伯消防署

佐伯区
水防訓練



大 竹 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知
④避難計画の作成・確認

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図を基にした水害ハ
ザードマップを作成し，印刷物の配布，ホームページへの掲載等により住民等へ周知

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図に基づき，市町の
避難計画を見直し住民等へ周知

大竹市

・ 平成29年度
webハザードマップに移行
（紙版は廃止）

・ 令和３年度
県管理河川（玖島川）の洪水
ハザードマップを公開開始

【令和６年度の取組】
〇 窓口でチラシ配布中
〇 出前講座でハザードマップ

使用方法の解説を実施中
〇 webハザードマップ（洪水）

使方法をＨＰで公開中

大竹市役所窓口配布用チラシ

自主防災組織に
使用方法の解説を実施中

（研修会の例）



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タイ
ムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

１ー２６

河川防災の出前講座の開催状況

その他参加人数説明会等

８４防災セミナー

２回実施１１４大竹小学校（出前講座）

２６防災リーダー研修

５７
ステップアップ訓練
個別研修

マイ・タイムライン等の作成支援

大竹市



（２）水防活動の効率化，水防体制の強化

①水防体制の確認・強化

消防団（水防団）員の募集，自主防災組織・企業等の参画を促すための広報を実施

大竹市

ＨＰで消防（水防）団員
の募集を実施中



廿 日 市 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知
④避難計画の作成・確認

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図を基にした水害ハ
ザードマップを作成し、印刷物の配布、ホームページへの掲載等により住民等へ周知

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図に基づき、市町の
避難計画を見直し住民等へ周知

廿日市市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

１４６５R６

河川防災の出前講座の開催状況

参加人数説明会等

１１７６学校授業

ひろしまマイ・タイムラインの作成支援

廿日市市



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

①水防体制の確認・強化

消防団（水防団）員の募集、自主防災組織・企業等の参画を促すための広報を実施

廿日市市



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

水害対応タイムラインを活用するなど、多様な関係機関、住民等の参加による実践的な水防訓練を実施

毎年出水期前に水害対応タイムラインや水害ハザードマップ等を活用し、避難場所や避難経路及び危険箇所
などを確認するなど、住民参加による実践的な避難訓練を実施

廿日市市

時期訓練内容参加人数参加者主体訓練名

５月～６月

土のう作り
改良積み土のう工法
シート張り工法
ロープ結索

280名
消防職員
消防団員
支所職員

消防署
消防団

水防訓練



江 田 島 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

２ー３６

河川防災の出前講座の開催状況

参加人数説明会等

114人小学校

850人地域防災タイムライン

ひろしまマイ・タイムラインの作成支援

江田島市

地域防災タイムライン マイ・タイムライン

30年7月豪雨時に溢水した河川確認状況



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

水害対応タイムラインを活用するなど、多様な関係機関、住民等の参加による実践的な水防訓練を実施

毎年出水期前に水害対応タイムラインや水害ハザードマップ等を活用し、避難場所や避難経路及び危険箇所
などを確認するなど、住民参加による実践的な避難訓練を実施

江田島市

時期訓練内容参加人数参加者主体訓練名

６月
土のう作成
土のう積み工法

１６９名消防団員消防団水防活動訓練



府 中 町



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図を基に
した水害ハザードマップを作成し、ホームページへの掲載等により住民等へ周知

府中町

府中町WEBハザードマップ 広報ふちゅう掲載記事



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

ハザードマップを活用した出前講座等を実施し、地域の災害リスクと避難行動につい
て周知

⑧防災教育や防災知識の普及

府中町

小学校で出前講座実施



海 田 町



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

１――６

河川防災の出前講座の開催状況

海田町



熊 野 町



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

300R1

601R2

724R3

4310R4

548R5

826R6

河川防災の出前講座の開催状況
熊野第一小学校の避難所体験学習

令和６年９月１１日

熊野町



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

水害対応タイムラインを活用するなど、多様な関係機関、住民等の参加による実践的
な水防訓練を実施

毎年出水期前に水害対応タイムラインや水害ハザードマップ等を活用し、避難場所や
避難経路及び危険箇所などを確認するなど、住民参加による実践的な避難訓練を実施

時期訓練内容参加人数参加者主体訓練名

５月

土のう作り
土のう積み工法
シート張り工法
ロープ結索

約５０人
消防団員
安芸消防署
熊野町職員

消防団
安芸消防署
熊野町

水防技術習得訓練

熊野町



坂 町



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

①水防体制の確認・強化

消防団（水防団）員の募集広報を実施

坂町

坂町広報「さか」への掲載による募集広報



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

消防団員による水防訓練等の実施

坂町

時期訓練内容参加人数参加者主体訓練名

９月
土嚢づくり
資機材の取扱

約５０名
消防団員
安芸消防署

消防団
安芸消防署

水防・地震防災訓練



安芸太田町



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知
④避難計画の作成・確認

住民向けの新たな情報発信・防災ツールとして防災アプリケーションを開発利用。
いつも身近に携帯、手軽にハザードマップや災害情報を確認し避難に活用できる。
災害発生時には、登録された要支援者と要請を確認した支援者を結びつける、
「マッチング機能」を搭載 （※マッチング機能は令和７年度より実用予定）。

安芸太田町

安芸太田町防災アプリ
『防災もりみん』の開始

●携帯電話から確認できる防災
用アプリケーションに搭載する
マップ機能にハザードマップを表
示・確認可能に。災害に備えた
避難場所や避難経路の確認、
避難計画の作成等に利用可能。

その他、アプリ内で多種の防災
情報（避難・天気・道路・水位・

停電の各種情報、伝言板機能
など）も確認でき、リアルタイム
な避難行動に活用できる。



北 広 島 町



・自主防災会等の住民団体を対象とした防災教育の実施
実施日：令和６年６月９日～11月９日の計８回
実施内容：消防・防災について、防災の備え・近年の災害について等

40

・小中学生を対象とした防災教育の実施
実施日：令和６年６月12日 壬生小学校
実施内容：過去の被災に学ぶ防災教育、避難訓練等

・水防工法・実践工法訓練の実施
実施日：令和６年６月16日
実施内容：水防工法、土のうづくり、警戒訓練など

・消防署員、消防団員及び町職員を対象とした 重機操作研修等
実施日：令和６年８月５日
実施内容：災害現場を想定した重機操作研修（解体用フォーク）
実施日：令和６年11月17日 午前、午後の計２回
実施内容：災害時を想定した重機操作（掘削、積み込み、解体）

（２）水防活動の効率化、水防体制の強化 北広島町

④関係機関が連携した水防訓練等の実施



太田川河川事務所



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

○ 出水期に備えて防災体制に万全を期すため、令和６年５月１０日に関係機関と連携した情報伝達
訓練を実施。

○ 広島市安佐南区とのWEBを活用したホットラインやドローンを活用した被災状況調査の訓練を
行った。

太田川河川事務所

ドローンによる被災状況の調査及び情報共有訓練
WEBを活用したホットライン訓練
（広島市安佐南区、太田川河川事務所）

・実施日：令和６年５月１０日（金）
・実施場所：太田川河川事務所
・参加者：中国地方整備局、太田川河川事務所、広島市（安佐南区）、その他機関



２ ． 各構成機関の取組状況
（ 西部建設事務所管内【 東ブロッ ク 】 ）



呉 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

５８１０８Ｒ６

河川防災の出前講座の開催状況
（令和７年１月末現在）

参加人数説明会等

１，４５０８

ひろしまマイ・タイムラインの作成支援

呉市



竹 原 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図を基に
した水害ハザードマップを作成し、印刷物の配布、ホームページへの掲載等により住民等へ周知

竹原市

（令和６年６月更新）

冊子版（全戸配布） Ｗｅｂ版（ホームページ等で公開）



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

関係機関と連携して、要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・避難訓練の
実施を支援

④避難計画の作成・確認

竹原市

避難確保計画作成から避難訓練までの流れ



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座，避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校年度

９１Ｒ６

河川防災の出前講座の開催状況

竹原市



東 広 島 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知

土砂災害や洪水に対する円滑な避難行動や平常時からの防災意識の向上に活用するため、令和２年度に冊
子版のハザードマップ（計画規模降雨）、令和４年度に町毎のA２判のハザードマップ（中小河川あり・想定最大
規模降雨）を作成して全戸配布したほか、転入者に配布を行っている。

東広島市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

④避難計画の作成・確認

水害時の要配慮者利用施設への円滑な避難体制を確立させるため、ホームページにおいて作成方法を解説

するとともに、対象施設管理者への電話勧奨等により、作成を呼び掛けるなど避難確保計画の作成を支援して
いる。

東広島市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

2011R4

1912R5

2403R6

河川防災の出前講座の開催状況

東広島市



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

①水防体制の確認・強化

消防団（水防団）員の募集、自主防災組織・企業等の参画を促すための広報を実施

東広島市



２ ． 各構成機関の取組状況
（ 北部建設事務所管内）



三 次 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小中学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タ
イムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他中学校小学校年度

１０４１３Ｒ６

河川防災の防災教育・出前講座の開催状況

三次市



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

水害対応タイムラインを活用するなど、多様な関係機関、住民等の参加による実践的な水防訓練を実施

毎年出水期前に水害対応タイムラインや水害ハザードマップ等を活用し、避難場所や避難経路及び危険箇所
などを確認するなど、住民参加による実践的な避難訓練を実施

時期訓練内容
参加人数
（規模）

参加者主体訓練名

R6.5.29

ホットライン
情報収集・共有
情報発信 など

約800人
国、県、市、協定先
要配慮者施設

市
大規模洪水
想定訓練

R6.6.3操作手順確認約60人
国、県、市

消防団、委託業者
市

排水ポンプ車
操作訓練

R6.6.20
避難所開設・
運営訓練

約40人
自主防災組織、
防災士、市、市民

自主防災組織

市
避難所開設

訓練

三次市



庄 原 市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

③洪水浸水想定区域図・ハザードマップの作成・周知
④避難計画の作成・確認

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図を基にした水害ハ
ザードマップを作成し、印刷物の配布、ホームページへの掲載等により住民等へ周知

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図や中小河川における洪水浸水想定区域図に基づき、市町の
避難計画を見直し住民等へ周知

庄原市



（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組

小学校等を対象とした河川防災の出前講座、避難訓練等において、水害対応タイ
ムライン、水害ハザードマップや「ひろしまマイ・タイムライン」等を活用して、洪水時
の住民の対応を周知

⑧防災教育や防災知識の普及

その他小学校年度

3回54人ーR3

14回266人1回5人R4

10回220人1回19人R５

18回305人1回40人R6

河川防災の出前講座の開催状況

参加人数実施回数

約50人3回

ひろしまマイ・タイムラインの作成支援

庄原市



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

水害対応タイムラインを活用するなど、多様な関係機関、住民等の参加による実践的な水防訓練を実施

毎年出水期前に水害対応タイムラインや水害ハザードマップ等を活用し、避難場所や避難経路及び危険箇所
などを確認するなど、住民参加による実践的な避難訓練を実施

時期訓練内容参加人数参加者主体訓練名

６月中旬各地区からの避難訓練約20人県・市・市民自主防災会避難訓練

庄原市



安芸高田市



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

水害対応タイムラインを活用するなど、多様な関係機関、住民等の参加による実践的な水防訓練を実施

毎年出水期前に水害対応タイムラインや水害ハザードマップ等を活用し、避難場所や避難経路及び危険箇所
などを確認するなど、住民参加による実践的な避難訓練を実施

安芸高田市

時期訓練内容参加人数参加者主体訓練名

2024年10月18日
ハザードや危険箇所を考
慮した避難ルートの確認
（街歩き）

地域住民37名
市職員1名

地域住民
向井原地域振
興会自主防災

向井原地域
防災セミナー

避難ルート検討 避難ルート確認



三次河川国道事務所



（２）水防活動の効率化、水防体制の強化

④関係機関が連携した水防訓練等の実施

三次河川国道事務所



気 象 台



⑥住民の避難行動を支援する防災情報の提供・周知

（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組 気象台

・「防災気象情報の伝え方に関する検討会」の提言を受けた防災気象情報の改善及び提供

令和６年度は以下の事項について実施

・線状降水帯による大雨について半日程度前
から府県単位での呼びかけを開始



国民ひとりひとりに危機感を伝え、防災対応につなげていく

「明るいうちから早めの避難」 ･･･ 段階的に対象地域を狭めていく

「迫りくる危険から直ちに避難」 ･･･ 段階的に情報の発表を早めていく

令和６ (2024)年５ 月２ ７ 日～

府県単位で半日前から予測

令和11 (2029 )年～

市町村単位で危険度の把
握が可能な危険度分布形
式の情報を半日前から提供

令和８ (2026 )年～

2～3時間前を目標に
発表

※具体的な情報発信のあり方や避難計画等への活用方法について、
情報の精度を踏まえつつ有識者等の意見を踏まえ検討

令和４ (2022 )年～

広域で半日前から予測

(令和4年6月提供開始)

線状降水帯の雨域
を楕円で表示

令和３ (2021 )年

線状降水帯の発生を
お知らせする情報

(令和3年6月提供開始)

イ メ ージ

線状降水帯の雨域を表示

次期静止
気象衛星
令和11年度
運用開始予定

令和６ 年度の新たな運用

線状降水帯による大雨について
半日程度前から府県単位での呼びかけを開始

線状降水帯による大雨の可能性をお伝え

令和５ (2023 )年～

最大30分程度前倒しして発表
(令和5年5月提供開始)

（１）迫り来る危機を認識した的確な避難行動のための取組 気象台


